
自己
所有

借受

一部
・

全部

自己
所有

借受

一部
・

全部

自己
所有

借受

一部
・

全部

計

　　　　　　　　℡
（借受の場合、貸主の住所及び氏名）

自己
所有

借受

一部
・

全部

　　　　　　　　℡
（借受の場合、貸主の住所及び氏名）

自己
所有

借受

一部
・

全部

　　　　　　　　℡
（借受の場合、貸主の住所及び氏名）

自己
所有

借受

一部
・

全部

　　　　　　　　℡
（借受の場合、貸主の住所及び氏名）

自己
所有

借受

一部
・

全部

　　　　　　　　℡
（借受の場合、貸主の住所及び氏名）

自己
所有

借受

一部
・

全部

　　　　　　　　℡
（借受の場合、貸主の住所及び氏名）

（借受の場合、貸主の住所及び氏名）
　　　　　　　　℡

㎡ 　　　　　　　　℡㎡ ㎡

事業用部分
居住用部分

自己使用 貸付（転貸）
（借受の場合、貸主の住所及び氏名） ㎡

℡

家屋の名称及び所在地
（京都市内に限る）

家屋の所有区分
（該当するものに○をしてください）

（借受の場合は貸主も記載してください）

家屋の床面積
又は

借受床面積

家屋（借受）の床面積の内訳

貸付（転貸）先の住所及び氏名
（居住用部分の貸付（転貸）先は記入不要）

代表者氏名
（※法人のみ記入）

決算日
（※法人のみ記入）

  　月　　    　日 業種
京都市内の
従業者数

人
この調査に応答
される方の氏名

事業所税についての調査票 照会番号

住所
（所在地）

〒 ℡

氏名
（名称）



事業所税についての調査票 照会番号

住所
（所在地）

〒 604-〇〇〇〇 ℡ 075-〇〇〇-〇〇〇〇

氏名
（名称） 〇〇〇〇〇〇株式会社 代表者氏名

（※法人のみ記入）
〇〇　〇〇京都市中京区〇〇〇〇通上る

〇〇〇〇〇〇〇町〇〇〇番地

決算日
（※法人のみ記入）

  ３月　　   ３１日 業種 建設業
京都市内の
従業者数

人
この調査に応答
される方の氏名

℡ ０７５-〇〇〇-〇〇〇〇

215 経理課　　〇〇　〇〇

家屋の名称及び所在地
（京都市内に限る）

家屋の所有区分
（該当するものに○をしてください）

（借受の場合は貸主も記載してください）

家屋の床面積
又は

借受床面積

家屋（借受）の床面積の内訳

貸付（転貸）先の住所及び氏名
（居住用部分の貸付（転貸）先は記入不要）

事業用部分
居住用部分

自己使用 貸付（転貸）

本社ビル
中京区〇〇〇〇通上る
〇〇〇〇〇〇〇町〇〇〇番地

自己
所有

借受

一部
・

全部

（借受の場合、貸主の住所及び氏名） ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 　　　　　　　　℡ 075-△△△-△△△△

1,127.44 589.02 230.11 中京区△△△△△町△△番地
Ａ商事㈱

自己
所有

借受

一部
・

全部

（借受の場合、貸主の住所及び氏名） 　　　　　　　　℡ 075-□□□-□□□□

1,127.44 125.55 北区□□□□□町□□番地
Ｂ印刷㈱

自己
所有

借受

一部
・

全部

（借受の場合、貸主の住所及び氏名） 　　　　　　　　℡ 075-×××-××××

182.76 京都府××市××町××-××
㈱Ｃ産業

甲店
中京区△△町△番地

自己
所有

借受

一部
・

全部

（借受の場合、貸主の住所及び氏名） 　　　　　　　　℡

360.28 180.14 180.14

乙店
下京区○○町○番地

自己
所有

借受

一部
・

全部

（借受の場合、貸主の住所及び氏名） 　　　　　　　　℡

伏見区○○町〇番地
Ｙ不動産㈱ 258.91 258.91

丙店
上京区○○町○番地　○○ビル

自己
所有

借受

一部
・

全部

（借受の場合、貸主の住所及び氏名） 　　　　　　　　℡ 075-◇◇◇-◇◇◇◇

伏見区○○町〇番地
Ｙ不動産㈱ 594.66 198.22 396.44 上京区◇◇町◇◇番地

㈱Ｃ産業

自己
所有

借受

一部
・

全部

（借受の場合、貸主の住所及び氏名） 　　　　　　　　℡

自己
所有

借受

一部
・

全部

（借受の場合、貸主の住所及び氏名） 　　　　　　　　℡

計 2,082.38 180.14 967.38 934.86

従業者数が80人以上の場合は、従業者割の申告が必要となります。また、免税点（100人）を超えると、納

付が必要となります。

パートタイマー等の短時間労働者の方（週所定労働時間30時間未満）は従業者数に含まれません。

回答内容について問合せさせていただく場合があります。

転貸部分あれば、記載してください。

自己使用面積が800㎡以上の場合は、資産割の

申告が必要となります。また、免税点（1,000㎡）

を超えると、納付が必要となります。


